
第 22 回
定時株主総会
招 集 ご 通 知

・本年は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止のため、当日のご出席を極力お控えいただ
き、書面（郵送）での議決権の事前行使をご検
討くださいますようお願い申しあげます。

・株主総会終了後の株主懇談会は中止とさせてい
ただきます。また、飲食物、お土産のご提供も
ございません。

・ご来場される場合の注意事項などにつきまして
は、２頁に記載の「当日ご来場される株主様へ
のご注意とお願い」をご参照ください。

開催日時

令和３ 年 １ 月 ２８ 日（木曜日）

 午前 １０ 時（受付開始 午前９時１５分）

開催場所
　兵庫県尼崎市昭和通二丁目６番68号
　尼崎市中小企業センター　１階ホール

決議事項
　議　案　取締役（監査等委員である取締役
　　　　　を除く。）４名選任の件
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（証券コード　8917）
令和３年１月13日

株　主　各　位
兵庫県尼崎市東難波町五丁目６番９号
フ ァ ー ス ト 住 建 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長 中 島 雄 司

第22回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第22回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　なお、本株主総会におきましては、新型コロナウイルス感染症の感染防止策を実施した上で開催さ
せていただくことといたしましたが、株主の皆様の安全確保および感染拡大防止のため、当日のご出
席を極力お控えいただき、書面（郵送）での議決権の事前行使をご検討くださいますようお願い申し
あげます。つきましては、後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、お手数ながら同封の議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、令和３年１月27日（水曜日）午後５時45分
までに到着するよう折返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 令和３年１月28日（木曜日）午前10時（受付開始　午前９時15分）
２．場 所 兵庫県尼崎市昭和通二丁目６番68号

尼崎市中小企業センター　１階ホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第22期（令和元年11月１日から令和２年10月31日まで）事業報告、連結計

算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．第22期（令和元年11月１日から令和２年10月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項

　議　　案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。

◎本招集ご通知において提供すべき書類のうち、事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制
の運用状況」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」、計算書類の「株主資本
等変動計算書」および「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第14条の規定に基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.f-juken.co.jp/）に掲載しております。従いまして、本
招集ご通知添付書類に記載している事業報告、連結計算書類および計算書類は、会計監査人または監査等委員
会が会計監査報告または監査報告を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類および計算書類の一部
であります。
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◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.f-juken.co.jp/）に掲載させていただきます。

＜当日ご来場される株主様へのご注意とお願い＞
・株主総会にご出席の株主様への飲食物、お土産のご提供はございません。また、株主総会終了後の株主懇談会

も本年は中止いたします。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

・ご高齢の株主様や基礎疾患のある株主様、妊娠されている株主様、体調のすぐれない株主様は、ご出席をお控
えください。

・ご来場の際にはマスクをご持参いただき、会場内でのマスクの常時着用、会場受付での手指の消毒にご協力く
ださい。

・座席間隔を広く確保するため、ご用意できる座席数が例年に比べて大幅に減少いたします。満席によりやむを
得ずご入場を制限させていただく場合がございますので、あらかじめご了承ください。

・会場受付での検温にご協力ください。発熱が認められる株主様、咳き込むなど体調不良とお見受けされる場合、
ご入場を制限させていただくことがございますので、あらかじめご了承ください。

・本株主総会に出席する当社役員および運営スタッフもマスクを着用してご対応させていただきます。

・感染拡大防止のため議事の時間を短縮し、議場での報告事項（監査報告を含みます）および議案の詳細なご説
明は省略させていただきますので、株主様におかれましては、事前に本招集ご通知をご高覧くださいますよう
お願い申しあげます。

・今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アド
レスhttps://www.f-juken.co.jp/）にてお知らせいたします。

－ 2 －

株主各位



議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の２つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合 書面（郵送）で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

開催日時
令和３ 年 １ 月28 日（木曜日）
午前10時
（受付開始：午前９時15分）

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
（下記の行使期限までに到着するよう
折り返しご送付ください）

行使期限 令和 ３ 年 １ 月27日（水曜日）午後５時45分到着分まで

議決権行使書のご記入方法

議 決 権 行 使 書
株主番号

御中
　○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

1. ○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

3.

4.

○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

2.

お　願　い
議決権行使個数 個

○年○月○日

株式会社○○○○

株式会社○○○○

○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
株式会社○○○○

 

議案について
全 員 賛 成 の 場 合 →賛 に○印
全 員 反 対 の 場 合 →否 に○印
一部候補者に反対の場合 →賛 に○印をし、反対する候補者番号を隣の空欄に記入

※議決権行使書はイメージです。
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株主総会参考書類

議　　案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は、本総会
終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の強化のため１名を増員し、取締役
４名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案につきましては、当社の監査等委員会は、
全ての取締役候補者について適任であると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号

1 な か

中
じ ま

島
 

　
ゆ う

雄
じ

司（昭和32年６月８日生） 所有する当社の株式数……………… 338,900株

再 任 ［略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況］
昭和60年 ４ 月 飯田建設工業株式会社（現 一建設

株式会社）入社
平成11年 ７ 月 当社取締役
平成12年 ３ 月 代表取締役

平成12年10月 代表取締役社長（現任）
平成30年 ５ 月 アオイ建設株式会社代表取締役

社長（現任）

＜取締役候補者とした理由＞
中島雄司氏は、当社創業者として長年にわたり経営の先頭に立ち当社の発展に大きな貢献を積み重ねる
とともに、取締役としての役割を適切に果たしてまいりました。その豊富な経験と実績を活かし、今後
も当社の企業価値向上に貢献するものと期待できることから、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号

2 な か

中
や ま

山
 

　
な る

成
と

人（昭和46年１月15日生） 所有する当社の株式数……………… 100株

再 任 ［略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況］
平成 ５ 年 ３ 月 豊島商事入社
平成15年 ６ 月 当社入社
平成25年11月 執行役員浦和支店長
平成27年 ９ 月 執行役員首都圏支社長

平成29年 １ 月 取締役首都圏支社長
平成29年11月 取締役企画営業部長兼首都圏支

社長
令和 元 年11月 取締役企画営業部長（現任）

＜取締役候補者とした理由＞
中山成人氏は、当社入社以来、支店長・支社長の職を歴任し、主力の戸建事業における営業実績を積み
重ねてきた他、関東圏への事業進出を牽引してまいりました。また、平成29年１月からは取締役として
当社の経営にも携わってまいりました。これらの経験と実績を活かし、今後の当社の事業拡大ならびに
企業価値向上に貢献するものと期待できることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号

3 ひ が し

東
 

　
 

　
ひ で

秀
ひ こ

彦（昭和32年６月14日生） 所有する当社の株式数……………… 1,000株

再 任 ［略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況］
昭和62年10月 監査法人中央会計事務所入所
平成 ３ 年 ３ 月 公認会計士登録
平成19年 ８ 月 監査法人トーマツ（現 有限責任

監査法人トーマツ）入所
平成23年11月 当社入社、管理部長

平成24年 １ 月 取締役管理部長（現任）
平成26年 ３ 月 ファースト工務店株式会社取締

役（現任）
平成30年 ５ 月 アオイ建設株式会社取締役（現

任）

＜取締役候補者とした理由＞
東秀彦氏は、公認会計士としての資格と経験を有する他、取締役に就任して以来、管理部門の責任者と
して当社の発展に大きな貢献を積み重ねるとともに、取締役としての役割を適切に果たしてまいりまし
た。その豊富な経験と実績を活かし、今後も当社の企業価値向上に貢献するものと期待できることか
ら、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号

4 お お

大
た

田
 

　
ま さ

昌
の り

典（昭和49年４月12日生） 所有する当社の株式数……………… 900株

新 任 ［略歴、当社における地位および担当ならびに重要な兼職の状況］
平成 ７ 年 ４ 月 株式会社平野組入社
平成19年 ６ 月 当社入社
平成29年 １ 月 工事部首都圏支社次長兼関東ブ

ロック(現 首都圏ブロック)長

令和 元 年 ８ 月 執行役員工事部長（現任）
令和 ２ 年 １ 月 ファースト工務店株式会社取締

役（現任）

＜取締役候補者とした理由＞
大田昌典氏は、当社入社以来、工事部門において施工管理などの業務実績を積み重ねた他、関東圏への
事業進出に際しては新規エリアでの施工体制の構築に貢献いたしました。また、工事部長に就任後は、
施工体制・工程管理の強化や建築コストの管理など工事部門の課題に適切に取り組んでまいりました。
これらの経験と実績を活かし、今後の当社の企業価値向上に貢献するものと期待できることから、取締
役候補者といたしました。

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
以　上
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添付書類
事　業　報　告

（令和元年11月 1 日から
令和２年10月31日まで）

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大によって世界的に

経済活動が停滞し、急速に景気が悪化する状況となりました。わが国においても令和２年４月
から５月まで緊急事態宣言が発出される等、社会・経済活動への大きな影響が生じました。宣
言解除後からは各種政策効果なども相まって、徐々に経済活動は回復に向かう動きとなったも
のの、依然として新型コロナウイルス感染症の収束までの見通しは立っておらず、今後の感染
症の動向や影響について予測が困難な状況が続いております。

不動産業界におきましては、建築コストの上昇や建設労働者不足、競争の激化など、事業環
境の厳しさが強まっており、景気の悪化に伴う不動産相場や住宅需要への影響については予断
を許さない状況となっております。

このような環境の中、当社グループでは、引き続きお客様のニーズに即した魅力的な住宅造
りに邁進するとともに、事業拡大に向けた人材確保・育成を推進してまいりました。

戸建事業のうち主力の戸建分譲では、販売棟数の拡大と在庫状況の改善を目指し、分譲用地
の仕入についてはより厳選して行ってまいりました。施工面では、継続的な協力業者の新規開
拓、工程管理の強化や工事監督職の人員配置の見直しなどを実施し、これらの結果、前連結会
計年度末に比べて仕掛在庫棟数の圧縮が大きく進展いたしました。一方、販売面では、住宅需
要の弱さや緊急事態宣言期間における不動産仲介業者の営業自粛の影響などによって成約棟数
が伸び悩む傾向がみられ、第２四半期連結累計期間までは販売棟数が前年同期を下回って推移
し、完成在庫が増加する要因の一つとなっておりました。こうした状況に対して在庫状況の改
善を目指し、滞留期間の長い完成在庫は販売価格の見直しなどにより積極的な販売促進を行っ
たことで第３四半期連結累計期間以降の成約棟数は増加傾向となった結果、当連結会計年度の
販売棟数は1,491棟（うち、戸建住宅 1,384棟、土地分譲 107区画）（前連結会計年度比 
5.4％増）と、前連結会計年度を上回る実績となりました。しかしながら、販売価格を住宅需
要に即した価格への見直しを行ったために収益性は低下し、戸建分譲における売上総利益率は、
前連結会計年度の16.6％に対し、当連結会計年度は13.3％と3.3ポイント低下いたしました。
注文住宅の請負工事においては、消費増税後の住宅需要の落ち込みや建築コストの上昇に伴う
収益性の低下などに対応するべく、営業力の強化と収益性の改善に取り組んでまいりましたが、
連結子会社であるアオイ建設株式会社において大規模開発地での販売が一段落したこともあり、
当連結会計年度における販売棟数は75棟（同 43.2％減）にとどまる実績となりました。
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マンション事業では、当連結会計年度において賃貸用不動産１物件と賃貸用不動産の建築用
地１物件の新規取得を行うなど、引き続き、賃貸による安定的な収益の確保と経営の強化を進
めてまいりました。また、当連結会計年度におきましては、リノベーション販売用に区分所有
単位でのマンションの仕入を進め、当連結会計年度には１戸の販売を行いました。

特建事業では、当連結会計年度において木造集合住宅１棟（同 50.0％減）の請負工事実績
となりました。

これらの結果、当連結会計年度における経営成績は、売上高435億93百万円（同 1.1％増）、
営業利益26億44百万円（同 29.7％減）、経常利益25億79百万円（同 29.8％減）、親会社株
主に帰属する当期純利益16億70百万円（同 30.5％減）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

イ．戸建事業
　戸建事業のうち主力の戸建分譲について、当連結会計年度における販売棟数は1,491棟（う
ち、戸建住宅 1,384棟、土地分譲 107区画）（前連結会計年度比 5.4％増）となり、売上高
は412億53百万円（同 4.0％増）となりました。第２四半期連結累計期間までの販売棟数の
伸び悩みや施工体制の改善などにより増加した完成在庫の削減に向けて積極的な販売促進を
実施したことならびに、アオイ建設株式会社の建売方式による戸建分譲の本格化が販売棟数
の増加に寄与した一方、滞留期間の長い完成在庫については販売価格の見直し幅が拡大し、
収益性は低下する状況となりました。請負工事におきましては、販売棟数は75棟（同 43.2％
減）となり、売上高は15億39百万円（同 35.5％減）となりました。戸建事業に関するその
他の売上高は２億９百万円（同 5.7％増）となりました。
　これらの結果、戸建事業全体の売上高は430億２百万円（同 1.7％増）となり、セグメン
ト利益は34億71百万円（同 24.6％減）となりました。

ロ．その他
　その他の事業セグメントのうち、マンション事業について、賃貸収益による売上高は５億
８百万円（前連結会計年度比 18.6％増）となりました。当連結会計年度においては賃貸用
不動産１物件および賃貸用不動産建築用地１物件の取得を行うなど、安定的な収益の確保と
経営の強化を着実に進めております。マンション分譲については、前連結会計年度には新築
分譲マンション10戸の販売を行いましたが、当連結会計年度にはリノベーションマンション
１戸（同 90.0％減）の販売を行い、売上高は24百万円（同 92.1％減）となりました。特建
事業では、当連結会計年度において木造集合住宅１棟（同 50.0％減）となり、売上高は53
百万円（同 43.7％減）となりました。
　これらにマンション事業に関するその他の売上高を加え、その他の事業セグメント全体の
売上高は５億86百万円（同 29.9％減）となり、セグメント利益は１億30百万円（同 2.1％
増）となりました。
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②　設備投資の状況
当連結会計年度におきましては、総額で８億76百万円の設備投資を行っております。その主

なものは、賃貸用不動産の取得７億17百万円および賃貸用不動産建築用地の取得77百万円で
あります。

③　資金調達の状況
当社グループの主な資金需要は分譲用地の仕入資金および収益物件の購入資金等であり、主

に当座貸越契約を含む金融機関からの借入により調達しております。当連結会計年度末の借入
金残高は74億99百万円であります。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。

⑵　直前３事業年度の財産および損益の状況
①　企業集団の財産および損益の状況

区　　分
第19期

(平成29年10月期)

第20期

(平成30年10月期)

第21期

(令和元年10月期)

第22期
(当連結会計年度)
(令和２年10月期)

売 上 高 (千円) － 40,918,500 43,111,803 43,593,545

経 常 利 益 (千円) － 3,770,100 3,673,020 2,579,875

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る － 2,554,541 2,404,434 1,670,875当 期 純 利 益 (千円)

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 － 184円10銭 173円27銭 120円29銭

総 資 産 (千円) － 47,300,153 50,391,852 47,565,238

純 資 産 (千円) － 31,379,701 33,272,386 34,428,709

１ 株 当 た り 純 資 産 額 － 2,201円06銭 2,330円81銭 2,407円69銭
（注）１．第20期より連結計算書類を作成しているため、第19期の数値については記載しておりません。

－ 8 －
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　　　２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

②　当社の財産および損益の状況

区　　分
第19期

(平成29年10月期)

第20期
(平成30年10月期)

第21期
(令和元年10月期)

第22期
(当事業年度)

(令和２年10月期)

売 上 高 (千円) 41,404,783 39,091,097 39,595,028 39,166,105

経 常 利 益 (千円) 4,253,309 3,632,399 3,388,523 2,414,118

当 期 純 利 益 (千円) 2,911,021 2,499,831 2,303,879 1,617,546

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 209円86銭 180円16銭 166円03銭 116円45銭

総 資 産 (千円) 42,399,910 44,302,315 46,362,061 43,645,216

純 資 産 (千円) 28,646,441 30,520,838 32,234,497 33,291,501

１ 株 当 た り 純 資 産 額 2,063円48銭 2,197円27銭 2,319円88銭 2,393円09銭
（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、

自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

⑶　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

アオイ建設株式会社 10,000千円 60.0％ 土地分譲、建築請負工事、
不動産賃貸　等

（注）当社の非連結子会社としてファースト工務店株式会社、有限会社アオイハウスおよび有限会社アオ
イ設計事務所がありますが、資産、売上高等からみて、いずれも連結の範囲から除いてもその企業
集団の財産および損益の状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性の乏しいものとして、
連結の範囲に含めておりません。

③　事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。
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⑷　対処すべき課題
当社グループは、今後も企業理念に基づいた事業の拡大を継続していくためには、会社の成長

に応じた人材の採用ならびに育成、施工能力の確保と建設労働者の減少・高齢化への対処、およ
び、事業の多角化による安定的な経営基盤の確立が必要であると考えております。

人材の採用ならびに育成につきまして、当社の企画営業職は、販売をアウトソーシングする一
方、緻密なマーケット調査、プロジェクトの立案、土地の仕入からプランニング、官公庁におけ
る許認可の取得、契約と業務が多岐にわたるため、その育成は非常に重要であります。また、工
事部門では、施工は協力業者に分離発注する一方、工程、品質、コスト、安全の４つを徹底して
管理することに人的資源を集中しておりますが、お客様にご満足していただける商品を作り、事
業を拡大していくためには、これを適切に管理する人材を確保し、育成していくことが必要であ
ります。

これに対し、人材の採用につきましては、長期的かつ安定的な人材確保を目的として、新卒者
の定期採用を継続して実施しており、当連結会計年度におきましては26名が入社いたしました。
更に、中途採用も継続して実施し、即戦力となる人材の確保に努めております。育成面において
は、オン・ザ・ジョブ・トレーニングによる実務研修のほか、社内外の講師を招いた研修会を定
期的に開催し、法令等を始めとする、業務に必要となる知識や技能の教育を実施しており、また
資格支援制度によって各種業務資格の取得を促進しております。

今後も継続して新店舗を出店し、事業エリアを拡大していくためには、その責任者の確保が特
に重要であるため、人材の採用ならびに育成を当社の最重要課題として対処してまいります。

施工能力の確保と建設労働者の減少・高齢化への対処につきまして、近年、建設業界において
は、若年層の建設業界離れなどにより、建設労働者の減少や高齢化が進んでおり、当社グループ
による住宅の供給棟数を拡大していくためには、施工を行う協力業者の確保が必要となってまい
ります。これに対し、当社グループでは、継続して協力業者の新規開拓に取り組むとともに、海
外からの技能実習生の受け入れ等の取り組みを行っております。

事業の多角化による安定的な経営基盤の確立につきましては、わが国において将来的な人口や
世帯構成の変化が予想されており、それに伴って住宅ニーズも多様化することが見込まれるため、
主力の戸建分譲に加え第２、第３の収益の柱となる事業の育成が重要であると考えております。
これに対しては、当社グループでは現在、注文住宅の請負工事、マンション分譲や不動産賃貸等
のマンション事業を始め、集合住宅などの大規模木造建築物の建築請負等を行う特建事業など、
安定的な経営基盤の確立を目指して、住宅に関する周辺領域を対象とした事業分野の拡大を徐々
に進めております。

⑸　主要な事業内容（令和２年10月31日現在）
事 業 区 分 事　　業　　内　　容

戸 建 事 業 戸建住宅の分譲および建築請負、宅地の分譲　等

そ の 他 の 事 業 マンションの分譲、不動産賃貸、木造建築物等の建築請負　等

－ 10 －
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⑹　主要な営業所等（令和２年10月31日現在）
①　当社
本　社 兵庫県尼崎市東難波町五丁目６番９号

支社・支店

首 都 圏 支 社（ さ い た ま 市 南 区 ） 松 戸 支 店（ 千 葉 県 松 戸 市 ）
東 海 支 社（ 愛 知 県 春 日 井 市 ） 名 古 屋 支 店（ 名 古 屋 市 名 東 区 ）
名 古 屋 西 支 店（ 名 古 屋 市 西 区 ） 京 都 東 支 店（ 京 都 市 山 科 区 ）
京 都 西 支 店（ 京 都 府 向 日 市 ） 高 槻 支 店（ 大 阪 府 高 槻 市 ）
枚 方 支 店（ 大 阪 府 枚 方 市 ） 守 口 支 店（ 大 阪 府 守 口 市 ）
福 島 支 店（ 大 阪 市 福 島 区 ） 東 大 阪 支 店（ 大 阪 府 東 大 阪 市 ）
堺 支 店（ 堺 市 堺 区 ） 奈 良 支 店（ 奈 良 県 奈 良 市 ）
尼 崎 支 店（ 兵 庫 県 尼 崎 市 ） 西 宮 支 店（ 兵 庫 県 西 宮 市 ）
御 影 支 店（ 神 戸 市 東 灘 区 ） 神 戸 支 店（ 神 戸 市 中 央 区 ）
明 石 支 店（ 兵 庫 県 明 石 市 ） 加 古 川 支 店（ 兵 庫 県 加 古 川 市 ）
姫 路 支 店（ 兵 庫 県 姫 路 市 ） 広 島 東 支 店（ 広 島 市 東 区 ）
福 岡 支 店（ 福 岡 市 博 多 区 ）

②　子会社
アオイ建設株式会社 本社（相模原市南区）

⑺　使用人の状況（令和２年10月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事　業　区　分 使用人数（前連結会計年度末比増減）

戸 建 事 業 302名（＋11名）

そ の 他 の 事 業 ３名（　 － 　）

全 社 （ 共 通 ） 62名（　 － 　）

合　　　　計 367名（＋11名）
（注）使用人数は就業員数であります。

②　当社の使用人の状況
使用人数（前事業年度末比増減） 平均年齢（前事業年度） 平均勤続年数（前事業年度）

327名（△２名） 38.2歳（38.1歳） ６年１ヶ月（５年９ヶ月）
（注）使用人数は就業員数であります。

－ 11 －
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⑻　主要な借入先の状況（令和２年10月31日現在）
借　　入　　先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,423,262千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,404,265

株 式 会 社 四 国 銀 行 760,025

株 式 会 社 静 岡 銀 行 253,930

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 201,100

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

２．会社の現況
⑴　株式の状況（令和２年10月31日現在）

①　発行可能株式総数 67,600,000株

②　発行済株式の総数 16,901,900株

③　株主数 10,096名

④　大株主（上位10名）
株　　主　　名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

中 島 興 産 株 式 会 社 4,721,000株 34.0％

伏 見 管 理 サ ー ビ ス 株 式 会 社 1,800,000 13.0

ビービーエイチ　フォー　フィデリティ　ロー　プライスド　ストック
ファンド（プリンシパル　オール　セクター　サブポートフォリオ） 1,374,826 9.9

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 350,300 2.5

中 島 雄 司 338,900 2.4

五 十 嵐 　 幸 　 造 312,000 2.2

ビービーエイチ　フィデリティ　グループ　トラスト　ベネフィ
ット　プリンシパル　オール　セクター　サブポートフォリオ 230,900 1.7

西 河 洋 一 210,000 1.5

－ 12 －
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株　　主　　名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ５ ） 173,800株 1.3％

Ｂ ｏ ｆ Ａ 証 券 株 式 会 社 146,400 1.1
(注)１．当社は、自己株式を3,006,166株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
第１回新株予約権

（株式報酬型ストック・オプション）
第２回新株予約権

（株式報酬型ストック・オプション）

発行決議日 平成29年２月11日 平成30年２月17日

新株予約権の数 782個 748個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式 7,820株
（新株予約権１個につき10株）

普通株式 7,480株
（新株予約権１個につき10株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり12,180円 新株予約権１個当たり13,650円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり10円
（１株当たり１円）

新株予約権１個当たり10円
（１株当たり１円）

権利行使期間 平成29年４月１日から
令和19年３月31日まで

平成30年４月３日から
令和20年４月２日まで

行使の条件 （注） （注）

役 員 の
保 有 状 況

取　締　役
（監査等委員を除く）
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 782個
目的となる株式数 7,820株
保有者数 ３名

新株予約権の数 748個
目的となる株式数 7,480株
保有者数 ３名

取　締　役
（監査等委員） ─── ───
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第３回新株予約権
（株式報酬型ストック・オプション）

第４回新株予約権
（株式報酬型ストック・オプション）

発行決議日 平成31年２月16日 令和２年２月22日

新株予約権の数 962個 1,175個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式 9,620株
（新株予約権１個につき10株）

普通株式 11,750株
（新株予約権１個につき10株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり10,190円 新株予約権１個当たり6,940円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり10円
（１株当たり１円）

新株予約権１個当たり10円
（１株当たり１円）

権利行使期間 平成31年４月２日から
令和21年４月１日まで

令和２年３月31日から
令和22年３月30日まで

行使の条件 （注） （注）

役 員 の
保 有 状 況

取　締　役
（監査等委員を除く）
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 962個
目的となる株式数 9,620株
保有者数 ３名

新株予約権の数 1,175個
目的となる株式数 11,750株
保有者数 ３名

取　締　役
（監査等委員） ─── ───

（注）各新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。
　　　①　新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、監査等委員である取締役のいずれの地位

も喪失したときに限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者
は、取締役、監査等委員である取締役のいずれの地位も喪失した日の翌日から10日を経過する日
までの間に限り、新株予約権を一括して行使することができる。

　　　②　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権が、新株予約権者の法定相続人のうち配偶者または一
親等の親族の１名（以下、「相続承継人」という。）のみに帰属した場合に限り、相続承継人は
次の各号の条件のもと、本契約に従って新株予約権を行使することができる。ただし、刑法犯の
うち、重大な事犯を行ったと認められる者は、相続承継人となることができない。

　　　ⅰ　相続承継人が死亡した場合、その相続人は新株予約権を相続することはできない。
　　　ⅱ　相続承継人は、相続開始後10ヶ月以内かつ権利行使期間の最終日までに当社所定の相続手続を

完了しなければならない。
　　　ⅲ　相続承継人は、権利行使期間内で、かつ、当社所定の相続手続完了時から２ヶ月以内に限り一

括して新株予約権を行使することができる。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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③　その他新株予約権等の状況（令和２年10月31日現在）
　該当事項はありません。

⑶　会社役員の状況
①　取締役の状況（令和２年10月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 中 島 雄 司

取 締 役 中 山 成 人 企 画 営 業 部 長

取 締 役 東 　 秀 彦 管 理 部 長

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ・ 常 勤 ） 藤 本 智 章

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 田 村 一 美 税理士法人ティーエーシー代表社員・所長

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 水 永 誠 二 牧 野 内 総 合 法 律 事 務 所 弁 護 士

株 式 会 社 ア ー ネ ス ト ワ ン 社 外 監 査 役
（注）１．当事業年度中における担当の異動は次のとおりであります。

氏名 異動前 異動後 異動年月日

中山　成人 企画営業部長兼首都圏支社長 企画営業部長 令和元年11月７日

　　　２．令和２年１月24日開催の第21回定時株主総会終結の時をもって、常務取締役堀巌氏は、任期満
了により退任いたしました。

　　　３．取締役（監査等委員）田村一美氏および取締役（監査等委員）水永誠二氏は、社外取締役であり
ます。

　　　４．取締役（監査等委員・常勤）藤本智章氏および取締役（監査等委員）田村一美氏は、以下のとお
り、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

　　　　・藤本智章氏は、税理士事務所に在籍し、決算手続ならびに計算書類の作成等に携わった経験を有
しております。

　　　　・田村一美氏は、公認会計士の資格を有しております。
　　　５．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために藤本智章氏を常勤の監査

等委員として選定しております。
　　　６．当社は、取締役（監査等委員）田村一美氏および取締役（監査等委員）水永誠二氏を、東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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②　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法
令が規定する額としております。

③　取締役の報酬等の総額
区　　分 員　　数 報酬等の額

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

４名
（－）

78,874千円
（－）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

３名
（２名）

20,900千円
（8,108千円）

合　計
（うち社外役員）

７名
（２名）

99,774千円
（8,108千円）

（注）１．上記には、令和２年１月24日開催の第21回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名
を含んでおります。

　　　２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　　３．取締役の報酬限度額は、平成28年１月26日開催の第17回定時株主総会において、取締役（監査

等委員を除く）について年額150,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、取締役
（監査等委員）について年額25,000千円以内と決議いただいております。また別枠で、取締役
（監査等委員を除く）について平成29年１月26日開催の第18回定時株主総会において、ストッ
ク・オプション報酬額として年額15,750千円以内と決議いただいております。

　　　４．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。
　　　　・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額12,000千円（取締役（監査等委員を除く）３名に

対し10,420千円、取締役（監査等委員）３名に対し1,580千円（うち社外取締役２名に対し380
千円））。

 

　　　　・ストック・オプションによる報酬額8,154千円（取締役（監査等委員を除く）３名に対し8,154
千円）。

④　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）田村一美氏は、税理士法人ティーエーシーの代表社員・所長であり
ます。なお、当社と同事務所との間には特別な関係はありません。

・取締役（監査等委員）水永誠二氏は、牧野内総合法律事務所の弁護士であります。なお、
当社と同事務所との間には特別な関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
・取締役（監査等委員）水永誠二氏は、株式会社アーネストワンの社外監査役であります。

なお、当社と同社との間には特別な関係はありません。
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ハ．当事業年度における主な活動状況
区　　分 活 動 状 況

取　締　役
（監査等委員） 田 村 一 美

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回（定時13/13回、臨時0/1
回）に、監査等委員会14回全て（定時14/14回）に出席いたしました。公認
会計士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監査等委員
会において、当社の経理システムならびに内部監査について適宜、必要な発
言を行っております。

取　締　役
（監査等委員） 水 永 誠 二

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回（定時13/13回、臨時0/1
回）に、監査等委員会14回全て（定時14/14回）に出席いたしました。弁護
士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監査等委員会に
おいて、当社のコンプライアンス体制ならびに内部監査について適宜、必要
な発言を行っております。

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額
区　　分 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 31,000千円

当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 31,000千円

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算
出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額
について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
当事業年度において、会計監査人に対する公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非

監査業務）の対価の支払はありません。
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④　会計監査人の解任または不再任の決定方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査等委員会
に請求し、監査等委員会はその適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定
いたします。

３．会社の支配に関する基本方針
　当社は、平成29年１月10日開催の取締役会において、当社の財務および事業の方針の決定を支
配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第118条第３号に規定されるものをいい、以
下、「基本方針」という。）を定めており、その内容等は次のとおりであります。

⑴　基本方針の内容
　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引
を尊重し、特定の者による当社株式等の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひ
いては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではあ
りません。また、最終的には株式等の大規模買付行為に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委
ねられるべきだと考えております。
　ただし、株式等の大規模買付行為の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続
けることができない可能性がある等、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう
おそれのあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株
主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。
　そのような行為に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主
の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式等の大規模買付行為を提案した者との交渉等を
行う必要があると考えております。

⑵　基本方針の実現に資する特別な取組みの概要
①　企業価値向上への取組み

　当社は、不動産業（戸建住宅販売）を主力事業としており、企業理念に基づいて社会に貢献
するとともに、お客様に良質な住宅を低価格にて提供することによって、業績の向上、収益基
盤の強化と経営の安定に努めてまいりました。
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　当社は、関西地区においては戸建住宅販売でトップクラスの販売棟数を供給するとともに、
近年は東海、広島、福岡、関東方面にまで販売網を広めており、今後も既存エリアにおける深
耕と事業エリアの拡大を推し進めるために年間２～３支店を目途に支店の新設を継続してまい
ります。
　また、戸建住宅販売事業以外の住宅分野に進出し、注文住宅事業、マンション分譲、賃貸住
宅も手がける他、関連事業として住宅オプション事業や損害保険、生命保険の分野にまで業務
領域を広げ、平成27年より大型木造建築物の請負事業等も行っております。
　当社は、本事業報告「１．企業集団の現況　⑷　対処すべき課題」に記載の事項を経営の重
点課題として認識し、それぞれに対処するための取り組みを行っております。

②　コーポレートガバナンスの体制の充実
　当社は、コーポレートガバナンスの充実が、上場企業として当社のステークホルダーの方々
（株主、従業員、顧客、地域社会等）からの信頼性を向上させ、ひいては継続的に企業価値を
安定的かつ着実に向上させるものとして以下の施策を行っております。
　なお、「コーポレートガバナンス・コード」（東京証券取引所　2018年６月１日改訂）に
対しては、これを遵守すべきものとして社内体制の整備を進めており、対応状況に関しては、
当社の「コーポレートガバナンスに関する報告書」（令和２年１月28日）をご覧ください。
（企業統治の体制）

　当社の企業統治体制について、従来は監査役会設置会社でありましたが、平成28年１月に
監査等委員会設置会社に移行しております。これにより株主総会、取締役会、監査等委員会
を設置し取締役の職務執行の監督、監査の体制を強化いたしました。また、コンプライアン
スに徹した透明性の高い経営を目指し、内部統制システムの基本方針に基づき企業体制の充
実を図っております。取締役会は、原則月１回開催し、また必要に応じ随時開催しておりま
す。
　また、当社は、監査等委員３名のうち２名を社外取締役で構成し、客観的かつ中立的な立
場からの経営管理、チェック体制を整えております。

（内部監査および監査等委員会による監査）
　当社は、代表取締役社長直属の内部監査室を設置しております。内部監査室による内部監
査は定期的に行われ、社内業務の実施が諸規則、処理基準、手続き等に正しく準拠している
か否か調査し、監査の結果を社長および取締役に報告しております。また、常勤監査等委員
は当該内部監査に同行し、業務の実施状況を把握しております。
　監査等委員会は、監査等委員である取締役３名（常勤取締役１名、社外取締役２名）から
なり、原則月１回開催しており、会社の監査に関する重要な事項について報告を受け、協議、
決議を行っております。
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⑶　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されること
を防止するための取組みの概要
　当社は、平成29年１月10日開催の取締役会の決議および平成29年１月26日開催の第18回定
時株主総会の決議に基づき、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方
針の決定が支配されることを防止するための取組み（会社法施行規則第118条第３号ロ⑵）の一
つとして、当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）を導入いたしました。そ
の後、令和２年１月24日開催の第21回定時株主総会において、所要の変更を行ったうえで、買
収防衛策の継続について株主の皆様のご承認をいただいております（以下、継続された現在の買
収防衛策を「本プラン」という。）。
　本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、
基本方針に沿って導入するものであり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守す
べきルールを明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報および時間、
ならびに大規模買付行為を行おうとする者との交渉の機会を確保することを目的としています。
　本プランは、以下の(ⅰ)から(ⅲ)までのいずれかに該当する当社株式等の買付けまたはこれに
類似する行為（ただし、当社取締役会が承認したものを除きます。以下、「大規模買付け等」と
いう。）がなされる場合を適用対象とし、大規模買付け等を行い、または行おうとする者（以下、
「買付者等」という。）は、予め本プランに定められる手続きに従わなければならないものとし
ます。
(ⅰ）当社が発行者である株式等について、買付者等の議決権保有割合が20％以上となる買付け

その他の取得
(ⅱ）当社が発行者である株式等について、買付者等の議決権保有割合およびその特別関係者の議

決権保有割合の合計が20％以上となる当該株式等の買付けその他の取得
(ⅲ）買付者等が当社の他の株主との間で、当該他の株主が当該買付者等の共同保有者に該当する

に至るような合意その他の行為、または当該買付者等と当該他の株主との間にその一方が他方
を実質的に支配しもしくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係を樹立する行為（た
だし、当社が発行者である株式等について、当該買付者等と当該他の株主の議決権保有割合の
合計が20％以上となる場合に限る。）

　買付者等におきましては、大規模買付け等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付
者等が大規模買付け等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書
面（以下、「意向表明書」という。）を当社の定める書式により日本語で提出していただきます。
当社は、意向表明書を受領した日から10営業日以内に、当初提出していただくべき情報を記載し
た情報リストを意向表明書に記載された国内連絡先に発送し、買付者等には、情報リストに従っ
て大規模買付け等に対する株主および投資家の皆様のご判断ならびに当社取締役会の評価・検討
等のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」という。）を日本語で当社に提出してい
ただきます。また、情報リストに従い買付者等から提供された情報では、大規模買付け等の内容
および態様等に照らして、株主および投資家の皆様のご判断ならびに当社取締役会の評価・検討
等のために不十分であると当社取締役会が合理的に判断する場合には、当社取締役会が別途請求
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する追加の情報を買付者等から提供していただきます。なお、当社取締役会は、買付者等による
本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を買付者等に通知（以下、「情報
提供完了通知」という。）いたします。
　当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、対価を現金（円貨）のみとする当社全株式等
を対象とした公開買付けの場合には最大60日間、その他の大規模買付け等の場合には最大90日
間を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成および代替案立案のための期間（以下、
「取締役会評価期間」という。）として設定いたします。ただし、いずれにおいても、取締役会
評価期間は取締役会が合理的に必要な事由があると認める場合に限り、最大30日間延長できるも
のとします。大規模買付け等は、本プランに別段の記載がない限り、取締役会評価期間の経過後
にのみ開始されるべきものとします。当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応
じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者等から提供された本必要情報を十分に評価・検
討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、買付者等による大規模買付け
等の内容の検討等を行います。また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付け等に関する
条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主および投資家の皆様に代替案を提
示することもあります。
　本プランでは、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除し、取締役会
の判断および対応の客観性、合理性を確保するための機関として独立委員会を設置し、発動の是
非について当社取締役会への勧告を行う仕組みとしています。独立委員会は、独立委員会規程に
従い、当社社外取締役、または社外有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認
会計士もしくは学識経験者またはこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立
した者のみから構成されるものとします。独立委員会は、取締役会評価期間内に、当社取締役会
による評価、検討、交渉、意見形成および代替案立案と並行して、当社取締役会に対して対抗措
置の発動の是非に関する勧告を行うものとします。その際、独立委員会の判断が当社の企業価
値・株主共同の利益の確保・向上に資するようになされることを確保するために、独立委員会は、
当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した外部専門家（投資銀行、証券会社、フ
ィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）
の助言を得ることができるものとします。
　当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、当該勧告を踏まえて当社の企業価値・株
主共同の利益の確保・向上という観点から、速やかに対抗措置の発動または不発動その他必要な
決議を行うものとします。また、当社取締役会が自らの判断で本プランによる対抗措置を発動す
ることの可否について株主の意思を確認するために当社株主総会を開催すべきと判断した場合に
は、当社取締役会は可及的速やかに当社株主総会を招集します。この場合には、大規模買付け等
は、当社株主総会における対抗措置の発動議案否決および当該株主総会の終結後に行われるべき
ものとします。
　当社が本プランに基づき発動する対抗措置は、新株予約権（以下、「本新株予約権」という。）
の無償割当てとします。本新株予約権の無償割当てをする場合には、当社取締役会が所定の手続
きに従って定める一定の買付者等ならびにその共同保有者および特別関係者ならびにこれらの者
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が実質的に支配し、これらの者と共同ないし協調して行動する者として当社取締役会が認めた者
等（以下、「例外事由該当者」という。）による権利行使は認められないとの行使条件、または、
当社が本新株予約権の一部を取得することとするときに、例外事由該当者以外の新株予約権者が
所有する本新株予約権のみを取得することができる旨を定めた取得条項等、大規模買付け等に対
する対抗措置としての効果を勘案した行使期間、行使条件、取得条項等を設けることがあります。
　本プランは、令和２年１月24日開催の第21回定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで有効とします。なお、当社取締役会は、
会社法、金融商品取引法、その他の法令もしくは金融商品取引所規則の変更またはこれらの解釈・
運用の変更、または税制、裁判例等の変更に伴う形式的な変更が必要と判断した場合は、随時、
独立委員会の承認を得たうえで、本プランを修正し、または変更することができるものとします。
他方、当社取締役会が、本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるような
変更を行う場合には、改めて直近で開催される株主総会に付議し株主の皆様のご承認をいただく
ことといたします。
　なお、本プランの詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス 
https://www.f-juken.co.jp/）に掲載の令和２年１月７日付プレスリリースをご覧ください。

⑷　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されること
を防止するための取組みについての取締役会の判断
　本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同
の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同
の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足し
ており、かつ、経済産業省・企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の
変化を踏まえた買収防衛策の在り方」および東京証券取引所が平成27年６月１日に公表した「コ
ーポレートガバナンス・コード」（2018年６月１日改訂）の「原則１－５．いわゆる買収防衛
策」の内容を踏まえております。
　本プランは、上記⑶に記載のとおり、当社株式等に対する大規模買付け等がなされた際に、当
該大規模買付け等に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案
を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等
を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的を
もって導入されております。
　本プランは令和２年１月24日開催の第21回定時株主総会において決議されております。また、
本プランの有効期間は同定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関
する定時株主総会の終結の時までであり、同定時株主総会においてご承認いただいた後も、その
後の当社株主総会において本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には、本プランも当
該決議に従い変更または廃止されることになります。従いまして、本プランの導入および廃止に
は、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっています。
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　また、本プランは、本プランに基づく大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する取締役会
の恣意的判断を排し、取締役会の判断および対応の客観性および合理性を確保することを目的と
して独立委員会を設置し、当社取締役会は、対抗措置の発動または不発動の決議に際して独立委
員会の勧告を最大限尊重いたします。独立委員会の判断の概要については、株主および投資家の
皆様に情報開示を行うこととし、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明
な運営が行われる仕組みを確保しています。本プランに基づく大規模買付け等への対抗措置の発
動に際しては、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されて
おり、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。更に、本プ
ランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止するこ
とができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会
の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。
　以上のとおり、本プランはその内容において公正性・客観性が担保される工夫がなされている
点において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上することに資するものであっ
て、基本方針に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

４．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、常に企業価値を高めることにより、株主に対し長期的に貢献できる企業を目指しており

ます。従って、剰余金の配当につきましては、将来の事業展開に備えるための内部留保資金の確保、
ならびに企業業績等も勘案したうえで、安定した利益還元を念頭に置きながら、配当性向20％を目
標として実施してまいりたいと考えております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。
上記の考えの下、当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき22円とさせていただきま

した。この結果、すでに、令和２年７月20日に実施済みの中間配当金１株につき21円と合わせま
して、年間配当金は１株につき43円となります。

内部留保資金につきましては、主に事業活動に必要となる分譲用地の仕入資金および収益物件の
購入資金等として有効活用してまいりたいと考えております。

（注）この事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（令和２年10月31日現在）

（単位：千円）
科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

貯 蔵 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

37,670,755

19,508,399

11,454,696

5,552,683

840,789

7,901

306,285

9,894,482

8,942,579

5,143,546

5,356,544

283,155

△1,840,666

362,798

52,314

310,484

589,104

166,345

215,092

207,665

流 動 負 債 10,068,761
支払手形・工事未払金 3,839,654
短 期 借 入 金 4,294,170
１年内償還予定の社債 10,000
１年内返済予定の長期借入金 505,758
未 払 法 人 税 等 494,951
賞 与 引 当 金 140,504
役 員 賞 与 引 当 金 12,000
完 成 工 事 補 償 引 当 金 21,324
そ の 他 750,398

固 定 負 債 3,067,767
長 期 借 入 金 2,699,813
退 職 給 付 に 係 る 負 債 344,076
そ の 他 23,877

負 債 合 計 13,136,528
純 資 産 の 部

株 主 資 本 33,413,947
資 本 金 1,584,837
資 本 剰 余 金 1,344,145
利 益 剰 余 金 33,061,596
自 己 株 式 △2,576,632

その他の包括利益累計額 42,637
その他有価証券評価差額金 42,637

新 株 予 約 権 37,692
非 支 配 株 主 持 分 934,432
純 資 産 合 計 34,428,709

資 産 合 計 47,565,238 負 債 純 資 産 合 計 47,565,238
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連 結 損 益 計 算 書

（令和元年11月 1 日から
令和２年10月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 43,593,545
売 上 原 価 37,373,494
売 上 総 利 益 6,220,051
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,575,781
営 業 利 益 2,644,270
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,464
受 取 配 当 金 4,622
不 動 産 取 得 税 還 付 金 5,111
保 険 返 戻 金 8,077
補 助 金 収 入 7,292
そ の 他 9,297 35,866

営 業 外 費 用
支 払 利 息 94,668
そ の 他 5,592 100,261

経 常 利 益 2,579,875
特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 1,920 1,920
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 52,324 52,324
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,529,471
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 817,880
法 人 税 等 調 整 額 △8,769 809,110
当 期 純 利 益 1,720,360
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 49,485
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,670,875
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貸　借　対　照　表
（令和２年10月31日現在）

（単位：千円）
科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
１ 年 内 回 収 予 定 の
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
出 資 金
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

34,104,024
18,820,427

4,968
10,846,631
3,494,062

613,426
7,901

150,685
52,088
92,880
20,953

9,541,192
7,441,669
4,138,246

113,791
13,462
61,394

123,222
4,128,382

12,533
53,944

△1,203,308
15,216

1,439
411

13,365
2,084,305

471
147,895

1,258,356
363,620

8,585
187,826
117,550

流 動 負 債 7,503,068
支 払 手 形 1,932,190
工 事 未 払 金 1,748,428
短 期 借 入 金 2,169,000
１年内返済予定の長期借入金 374,306
未 払 金 128,896
未 払 費 用 21,845
未 払 法 人 税 等 479,290
未 払 消 費 税 等 236,822
前 受 金 101,819
預 り 金 148,496
賞 与 引 当 金 121,369
役 員 賞 与 引 当 金 12,000
完 成 工 事 補 償 引 当 金 21,324
そ の 他 7,277

固 定 負 債 2,850,647
長 期 借 入 金 2,521,764
退 職 給 付 引 当 金 310,799
そ の 他 18,083

負 債 合 計 10,353,715
純 資 産 の 部

株 主 資 本 33,205,351
資 本 金 1,584,837
資 本 剰 余 金 1,344,145

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,344,145
利 益 剰 余 金 32,853,000

利 益 準 備 金 213,570
そ の 他 利 益 剰 余 金 32,639,430

圧 縮 積 立 金 7,115
繰 越 利 益 剰 余 金 32,632,314

自 己 株 式 △2,576,632
評 価 ・ 換 算 差 額 等 48,456

その他有価証券評価差額金 48,456
新 株 予 約 権 37,692
純 資 産 合 計 33,291,501

資 産 合 計 43,645,216 負 債 純 資 産 合 計 43,645,216
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損　益　計　算　書

（令和元年11月 1 日から
令和２年10月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 39,166,105
売 上 原 価 33,593,036
売 上 総 利 益 5,573,069
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,113,386
営 業 利 益 2,459,682
営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,342
受 取 配 当 金 3,749
補 助 金 収 入 5,414
そ の 他 5,749 20,256

営 業 外 費 用
支 払 利 息 65,696
そ の 他 123 65,820

経 常 利 益 2,414,118
特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 1,920 1,920
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 52,219 52,219
税 引 前 当 期 純 利 益 2,363,819
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 750,119
法 人 税 等 調 整 額 △3,846 746,273
当 期 純 利 益 1,617,546

－ 27 －
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

令和２年12月25日
フ ァ ー ス ト 住 建 株 式 会 社

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 増 田 　 　 豊 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 仲 下 　 寛 司 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ファースト住建株式会社の令和元年11月１日から
令和２年10月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ファースト住建株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
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は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

令和２年12月25日
フ ァ ー ス ト 住 建 株 式 会 社

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 増 田 　 　 豊 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 仲 下 　 寛 司 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ファースト住建株式会社の令和元年11月１
日から令和２年10月31日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

－ 30 －

会計監査人の監査報告



　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、令和元年11月１日から令和２年10月31日までの第22期事業年度における取締役の職
務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容
並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについ
ては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組み
は、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の
会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和２年12月26日
ファースト住建株式会社　監査等委員会

監査等委員・常勤 藤 本 智 章 ㊞
監査等委員 田 村 一 美 ㊞
監査等委員 水 永 誠 二 ㊞

(注）監査等委員田村一美及び水永誠二は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役
であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場
尼崎市中小企業センター　１階ホール
〒660-0881　兵庫県尼崎市昭和通二丁目６番68号
TEL：06-6488-9501　FAX：06-6488-9525　URL：https://www.ama-in.or.jp

交通 阪神尼崎駅から徒歩約５分
阪急線、ＪＲ線の各駅からは、バスをご利用ください。

※　本年は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、当日のご出席を極力お控えいただき、
書面（郵送）での議決権の事前行使をご検討くださいますようお願い申しあげます。
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（旧：都ホテルニューアルカイック）
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※　ご来場の際には、新型コロナウイルス感染症の感染防止のためにマスクの着用などにご協力ください。
　　詳細につきましては、２頁に記載の「当日ご来場される株主様へのご注意とお願い」をご参照ください。
※　株主総会終了後の株主懇談会は中止とさせていただきます。また、飲食物、お土産のご提供もございません。

何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
※　駐車場サービス券等はご用意しておりませんので、ご了承のほどお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図


